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離島における再エネ主⼒化・レジリエンス強化実証事業（防衛省連携事業）

事業イメージ

委託事業

再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊は、脱炭素社会の構築のために不
可⽋であり、特に離島など隔絶した環境においてはエネルギーセキュリ
ティの観点でも必要である。
また、そのような場所においては、激甚化する台風など、有事の際に

おいては物資の供給、救援や人の往来も困難となり、また、過酷な環境
にあるため、レジリエンスの強化が必要である。特に、多くの離島等ア
クセスが容易ではない地域を多く抱え、災害が頻繁に起こる我が国に
とっては年々その重要性が増している状況にある。
従って、再エネ・省エネ・蓄エネ機器、⾃営線、エネマネシステム等

あらゆる技術を組み合わせて、過酷な環境下にある離島等の実証場所に
あった⾃己完結型の分散型エネルギーシステムの構築を目指した実証事
業を実施する。

過酷な環境下にあり、系統連結もない離島等において、再・省・蓄エネ等を最⼤限活⽤し再エネの主⼒化や、物資供給
も容易ではなくなる甚⼤な台風等の有事の際にも必要な設備等が稼働できるよう、メンテナンスフリー化・レジリエン
ス強化に資する分散型エネルギーシステム構築に向けた実証事業を実施する。

再・省・蓄エネ等を活⽤し、環境の厳しい離島においても構築可能なシステムの実証事業を実施します。

【令和4年度予算（案）350百万円（350百万円）】

⺠間事業者・団体等
令和3年度〜令和7年度

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話︓0570-028-341
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